三沢市低入札価格調査制度事務取扱要領

平成１４年３月２５日付け地方自治法施行令第１６７条の１０、第１６７条の１０の２の一部改正に伴い、三沢市における低入札価格調査制度事務取扱を定める。

１　低入札価格調査制度導入の目的

昭和６２年２月１２日建設経済局長通知「低入札価格調査制度及び最低制限価格制度の活用」に基づき、疎漏工事等の要因となる原価割れ受注を防止するとともに地元建設業界の健全な発展を期することを目的として低入札価格調査制度を導入する。

なお、審査体制については「三沢市建設業者指名審査会」で業者を選定したものを同審査会において審査し、それ以外のものは「三沢市建設業者指名委員会」において審査するものとする。

２　工事又は製造の低入札価格調査制度

設計額が５，０００万円以上の工事又は製造の請負契約の発注時には、次の場合を除き原則として低入札価格調査制度を適用する。

1 随意契約をおこなうとき。

2 工事又は製造の積算の主要部分が業者見積等に依存している場合で低入札価格調査制度の適用が不適切と認められるとき。

3 談合又は価格カルテル事件等の事件発生により市場価格が極めて不透明な状況にあるとき。

4 その他、市長が低入札価格調査制度の適用が不適切と認めるとき。

３　工事又は製造の低入札価格調査制度における調査対象基準額の設定方法

低入札価格調査制度における調査対象基準額（以降、「調査基準価格」という。）の算定は、「工事請負契約に係る低入札価格調査基準中央公共工事契約制度運用協議会モデル」を参考にして、工事又は製造の請負契約のうち、工事の契約については、契約案件ごとに、１０分の７から１０分の９の範囲内で、契約権者が定める割合を予定価格に乗じて得た額とし、製造の契約については、契約案件ごとに、１０分の７を予定価格に乗じて得た額とする。

契約権者は調査基準価格の設定にあたり、簡単に推定されないよう配慮しなければならない。

４　業務委託の低入札価格調査制度

設計額が２５００万以上の業務委託の請負契約発注時において、次の事項のいずれかに該当する場合に限り、低入札価格調査制度を適用する。

1 基本設計業務から実施設計業務、そして設計監理等、一連の業務委託が前提となる継続的な業務の発注時に、その業務受注が将来の業務委託受注競争で優位になるとして原価を割った入札が予想されるとき。

2 成果品の高度な品質が必要な業務委託等で、低入札価格調査制度の適用が特に必要と認められるとき。

５　業務委託の調査基準価格の設定方法

業務委託の契約のうち、測量、建設コンサルタント業務及び補償関係コンサルタント業務の委託に係る契約については、契約案件ごとに、１０分の６から１０分の８の範囲内で、地質調査業務の委託に係る契約については、契約案件ごとに、３分の２から１０分の８．５の範囲内で契約権者が定める割合を予定価格に乗じて得た額とする。

６　契約の保証金

低入札価格調査を受けた者との契約については、契約保証金の額を１０分の３以上とし、指名通知書等において周知する。

７　調査基準価格の漏洩防止

契約事務及び入札事務担当者は、調査基準価格の漏洩事故が発生しないよう厳重に管理しなければならない。

附 則

この要領は、平成１７年８月２５日から施行する。
附 則

１　この要領は、平成２２年７月１２日から施行する。
２　改正後の低入札価格調査制度事務取扱要領の規定は、この要領の実施の日以降に公告又は指名通知をする入札について適用し、同日前に公告又は指名通知をした入札については、なお従前の例による。

